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特に夏休み時期における高高高校校校生生生等等等ののの就就就労労労について 

県教育委員会及び各経営者団体へ法法法令令令遵遵遵守守守ををを要要要請請請 

 

 沖縄労働局（局長 待
まつ

鳥
とり

浩二
こ う じ

）は、これから中・高等学校が一斉に夏休みに入り、中

学生、高校生（以下、「高校生等」という。）が夏休み期間を利用してアルバイトなど

就労する機会が増えることが予想されることから、これら高校生等が就労するに当たっ

てトラブル等を未然に防止するために、法令遵守の注意喚起を改めて行うことを目的に、

沖縄県教育委員会等及び経営者団体に別添のとおり要請を行った。 

 
  高校生等を含む年少者（満18歳未満）を労働者（アルバイト含む）として使用する場合

には、労働基準法において、法定労働時間（１週40時間、１日８時間）を超える労働の原

則禁止、深夜業（午後10時から午前５時まで）の原則禁止、危険有害業務の就労制限等が

あるほか、賃金の額は、沖縄県最低賃金の額（時間額６７７円）を下回ることはできませ

ん。また、中学生以下の児童をアルバイト等で使用することは原則禁止されています。 

  これから、夏休みを迎えるに当たり、高校生等が夏休み期間を利用してアルバイトとし

て就労する機会が増えることが予想されることから、教育委員会等から学校関係者を通じ

て生徒、保護者へ、また、経営者団体を通じて各事業主へ法令遵守の注意喚起を図り、労

使間のトラブルを未然に防止する観点から今回の要請を行ったものである。 

 

  ※ 参考 

    別添リーフレット 

 「高校生等を使用する事業主の皆様へ ～年少者にも労働基準法が適用されます！～」 
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高校生等年少者の労働条件等の履行確保について（要請） 
 
 
平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り厚く感謝申し上げます。 
さて、満 18 歳未満の年少者を労働者（アルバイト等を含む。）として使用
する場合には労働基準法に定める制限等があるほか、中学生以下の児童につい

てアルバイト等で就労させることは原則禁止とされ、就労させる場合において

は、所轄労働基準監督署長の使用許可が必要となっております。 
つきましては、これから県内の中・高等学校が一斉に夏休みを迎えるに当た

り、夏休み期間を利用して、中・高校生（以下「高校生等」という。）がアル

バイトを行う機会が増加することが予想されることから、夏休み期間に入る前

に、県内の各中・高等学校を通じて高校生等及びその保護者に今一度下記につ

いて周知と注意喚起が行われますようご配慮のほどお願いします。 
なお、別添「高校生等を使用する事業主の皆さんへ」において、労働基準法

等で定められている事項を列挙しておりますのでご参考、ご活用をお願いしま

す。 
 

記 
 
 １ 各中学校において特に周知いただきたいこと 
 （１）中学生以下の児童（満 15歳に達した日以後の最初の 3月 31日が終了

するまで）は、原則として就労が禁止されていること。【労働基準法第 56
条】 

 （２）上記（１）の例外として就労する場合には、所定様式により所轄労働

基準監督署長の許可を受けることが必要であること。（許可申請には学校

長による、その者の修学に差し支えないことの証明書が必要であること。

【労働基準法第 56条】） 

別添１ 



 （３）就労することが決まった場合に、使用者は労働条件を書面で交付する

方法により明示しなければならないこと。【労働基準法第 15条】 
 （４）年少者を使用する事業場は年齢を証明する書面（住民票記載事項証明

書）の備え付けが必要であること。【労働基準法第 57条】 
 
 ２ 各高等学校において特に周知いただきたいこと 
 （１）年少者は、深夜時間帯（午後 10時から翌日午前 5時まで）の就労が原

則として禁止されていること。また、危険有害業務（重量物の取扱い、

運転中の機械の掃除、検査、修理の業務等）への就業が制限又は禁止さ

れていること。【労働基準法第 61～63条】 
 （２）年少者に対しても沖縄県最低賃金（現在は時間額 677 円）が適用され

ること。【最低賃金法第 4条】 
 （３）就労することが決まった場合に、使用者は労働条件を書面で交付する

方法により明示しなければならないこと。【労働基準法第 15条】 
 （４）年少者を使用する事業場は年齢を証明する書面（住民票記載事項証明

書）の備え付けが必要であること。【労働基準法第 57条】 
 
 
 

（担当）沖縄労働局労働基準部 
監督課 川満、嘉手納 
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  添付資料 「高校生等を使用する事業主の皆さんへ」 
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高校生等年少者の労働条件等の履行確保について（要請） 
 
平素より労働行政の推進に御理解と御協力を賜り厚く感謝申し上げます。 
さて、満 18 歳未満の年少者を労働者（アルバイト等を含む。）として使用
する場合には労働基準法による制限等があるほか、中学生以下の児童について

はアルバイト等で就労させることは原則禁止とされ、就労させる場合には、所

轄労働基準監督署長の使用許可が必要となっております。 
つきましては、これから県内の中・高等学校が一斉に夏休みを迎えるに当た

り、夏休み期間を利用して、中・高校生（以下「高校生等」という。）がアル

バイトを行う機会が増加することが予想されることから、夏休み期間に入る前

に、貴団体会員企業に対し、下記事項について改めて周知を図っていただきま

すようお願いします。 
なお、別添「高校生等を使用する事業主の皆さんへ」において労働基準法等

で定められている事項を列挙しておりますのでご参考、ご活用をお願いします。 
 

記 
 
１．中学生以下の児童（満 15 歳に達した日以後の最初の 3 月 31日が終了す
るまで）の就労は原則禁止とされているが、就労させる内容等について一 

定の条件を満たし、かつ、所定様式により所轄の労働基準監督署長の許可を

得る必要があること。（許可申請にあたり、学校長の証明及び親権者等の同

意を得ていることが必要。【労働基準法第 56条】） 
２．年少者を雇用する場合には、公的証明による年齢の確認を行う必要があ 

ること。（満 18 歳未満の労働者については事業場に住民票記載事項証明書
等を備え付けなければならない。【労働基準法第 57条】） 

別添２ 



３．満 18歳未満の年少者を危険有害業務に従事させることは禁止され、深夜
労働、時間外労働も原則禁止されていること。【労働基準法第 61、62、63
条】 
４．労働条件の書面による明示、労働時間、休日、休憩、最低賃金など一般   

労働条件の履行確保、その他関係法令を遵守すること。 
 
 
 
                    （担当）沖縄労働局労働基準部 
                        監督課 川満 嘉手納 
                        ＴＥＬ 098-868-4303 
 
  ※ 別添リーフレットにつきましては、沖縄労働局ホームページに掲載さ

れておりますのでご活用ください。 
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ここにメモを書いてください。




